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「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下、高齢者虐

待防止法）が平成 18 年 4 月に施行されて以降、厚生労働省では、「高齢者虐待の防止、高

齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査」として、各

年度の高齢者虐待防止・養護者支援に関する市区町村・都道府県等の対応状況等に関する

調査を実施し、結果を公表してきました。 

この調査について、当センターでは、平成 25 年度より、調査結果の集計や要因分析を実

施し、結果から抽出された課題やその改善策を共有するための研修会の開催や、冊子資料

の作成・公開を行ってまいりました。 

平成 29 年度は、これまでの成果を踏まえ、①高齢者虐待防止法に基づく対応状況調査

データによる高齢者虐待の要因分析、②法に基づく対応状況調査データを利用した、地方

公共団体の体制整備状況の評価や促進要因抽出を目的とした分析、③法に基づく対応状況

調査の方法に関する課題検討、及び④地方公共団体の体制整備促進を目的とした研修会の

開催を行う調査研究事業を実施いたしました（老人保健事業推進費等補助金事業「高齢者

虐待の要因分析及び高齢者虐待防止に資する地方公共団体の体制整備の促進に関する調査

研究事業」）。 
本報告書は、上記のように実施された調査研究事業の成果をとりまとめたものです。 

高齢者虐待の問題は、依然として深刻な状況にあります。これに対して、今年度は国が

作成する市町村・都道府県むけマニュアルの改訂、身体的拘束等の適正化の推進にむけた

基準省令・減算規定の見直し、そして介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針（第 7 期）における「高齢者虐待の防止」の明示などが行われてい

ます。本研究事業の成果が、こうした動向のもとで今後行われる高齢者虐待の防止・対応

施策の進展に、少しでも役立てば幸いです。 
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